
○つくばみらい市農業機械購入補助事業補助金交付要綱 

平成３０年７月１０日 

告示第１２３号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、農業の生産性向上及び効率化等の取組を推進し、農業経営の安定を

図ることで、農業の担い手を支援・育成することを目的に、生産組織等が行う農業機械

の購入に対し、つくばみらい市農業機械購入補助事業補助金（以下「補助金」という。）

を予算の範囲内において交付するものとし、当該補助金の交付については、つくばみら

い市補助金等交付規則（平成１８年つくばみらい市規則第３２号）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象者） 

第２条 この補助金の交付対象者（以下「補助対象者」という。）は、つくばみらい市に

所在地又は住所を有し、市税等を滞納していない者であって、つくばみらい市地域計画

の目標地図に位置づけられている者又は当該年度に位置づけられることが確実であると

認められる者のうち、認定農業者又は認定新規就農者である生産組織又は個人とする。 

（令５告示２８・令７告示５５・一部改正） 

（補助対象農業機械） 

第３条 補助金の対象となる農業機械は、農業の生産性の向上及び効率化を図るために新

規又は中古で購入するもので、原則として別表第１に該当するものとする。 

２ 前項に掲げる農業機械には、農作業の用途以外に容易に供される、トラック類、ブル

ドーザー等の汎用性の高い機械は対象としないものとする。 

３ 中古農業機械を購入する場合においては、原則として３年以上の法定耐用年数が残っ

ているもので、鑑定書又は証明書等を提出するものとする。 

（令２告示２３６・令５告示２８・一部改正） 

（補助対象経費） 

第４条 補助の対象となる経費は、消費税及び地方消費税を除いた農業機械購入費とする。 

（経営面積区分等） 

第５条 補助対象者ごとの経営面積区分、目標区分及び補助率は、別表第２のとおりとす

る。 

（令２告示２３６・令５告示２８・一部改正） 

（補助金の交付申請） 



第６条 補助金の交付を受けようとする補助対象者は、つくばみらい市農業機械購入補助

事業補助金交付申請書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。 

２ 補助対象者が、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付申請をすること

ができない。 

（１） 補助金の交付を受けた年度から起算して３年を経過していない場合 

（２） 補助金交付申請時に掲げた目標（以下「目標」という。）を達成していない場

合 

（令２告示２３６・令５告示２８・一部改正） 

（補助金の交付決定） 

第７条 市長は、前条第１項の規定による申請（以下「交付申請」という。）を受けた場

合は、その内容を審査し、適当であると認めたときは、補助金の交付を決定し、つくば

みらい市農業機械購入補助事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により当該申請者

に通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第８条 補助金の交付決定を受けた補助対象者（以下「補助事業者」という。）が、交付

申請を取り下げようとするときは、つくばみらい市農業機械購入補助事業補助金交付申

請取下書（様式第３号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項に規定する取下げができる期間は、交付決定のあった日から起算して１０日以内

とする。 

（事業内容の変更等） 

第９条 補助事業者が、補助事業の内容を変更し、又は補助事業を中止し若しくは廃止し

ようとするときは、速やかにつくばみらい市農業機械購入補助事業変更等承認申請書（様

式第４号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

（事業内容の変更等の承認） 

第１０条 市長は、前条の規定による申請があった場合は、速やかにその内容を審査のう

え承認の可否を決定し、つくばみらい市農業機械購入補助事業変更等承認・不承認通知

書（様式第５号）により補助事業者に通知するものとする。 

（事業完了報告） 

第１１条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、直ちにつくばみらい市農業機械購

入補助事業完了届（様式第６号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の事業完了届を受理したときは、速やかに検査を行うものとする。 



（令２告示２３６・一部改正） 

（実績報告） 

第１２条 補助事業者は、前条第２項による検査実施日から起算して３０日を経過した日

又は当該申請年度の３月３１日のいずれか早い日までに、つくばみらい市農業機械購入

補助事業実績報告書（様式第７号）を市長に提出しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第１３条 市長は、前条の実績報告書の提出があったときは、その内容を審査し、適正で

あると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、つくばみらい市農業機械購入補

助事業確定通知書（様式第８号）により速やかに補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１４条 前条の規定による確定通知を受けた補助事業者は、速やかにつくばみらい市農

業機械購入補助事業補助金交付請求書（様式第９号）を市長に提出しなければならない。 

（目標状況報告） 

第１５条 補助事業者は、各年度における目標達成状況をつくばみらい市農業機械購入補

助事業目標達成状況報告書（様式第１０号）により、当該年度終了後３０日以内に市長

に報告しなければならない。 

２ 前項の規定による報告は、補助事業実施年度分から目標を達成した年度まで行うもの

とする。 

（令２告示２３６・令５告示２８・一部改正） 

（帳簿等の整理） 

第１６条 補助事業者は、補助事業に係る帳簿その他の証拠書類を整理し、目標を達成し

た年度の翌年度から起算して５年間保存しなければならない。 

附 則 

この告示は、公布の日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

附 則（令和２年告示第２３６号） 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年告示第２８号） 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年告示第５５号） 

この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

別表第１（第３条関係） 



（令２告示２３６・追加、令５告示２８・旧別表第２繰上・一部改正） 

対象となる機械等の種類 概要 

１ 農業機械の自動操舵システム ・ GPS等の活用により、農業機械の直進部分

の操舵を自動で行うシステム 

・ 自動操舵システムを内蔵した農業機械や

RTK―GPS基地局を含む。 

２ 土壌センサー搭載型可変施肥田植機 ・ 土壌肥沃度等のセンサーを搭載し、肥沃

度に応じて施肥量を自動で調節する機能を

有する田植機 

３ 農薬散布等用無人航空機 ・ 農薬・肥料等の空中散布や作物の生育状

況等のセンシングを行う無人航空機（ドロ

ーンを含む） 

・ 空中散布を行う場合は、「空中散布等に

おける無人航空機利用技術指導指針」（平

成２７年１２月３日付け消安第４５４５号

消費・安全局長通知）に記載されている機

種に限る。 

４ 自動収穫・選果作業機 ・ ロボット技術（センサー、知能・制御系、

駆動系の３つの要素技術を有する知能化し

た機械システム。以下同じ。）の活用によ

り、収穫又は選果を自動で行う機械 

５ 水田の高度水管理システム ・ 水管理を目的とした水位センサー 

・ 水田において、水位、水温等のセンサー

で得られた情報を基に、給排水栓等の制御

をICTを活用して遠隔操作又は自動で行う

システム 

６ 施設園芸の高度環境制御システム ・ 園芸施設において、温度、湿度、日射量、

CO２等のセンサーで得られた複数の情報を

基に、暖房機や天窓、カーテン、循環扇等

の複数の環境制御機器の制御をICTを活用

して遠隔操作又は自動で行うシステム 



７ ほ場環境等に応じた生産管理最適化シ

ステム 

・ ほ場環境（温度、湿度、日照量等）、土

壌状態（水位、肥沃度等）、作物の生育状

況等のセンサーで得られた複数の情報を基

に、ICTを活用して最適な生産管理を可能と

するシステム 

・ システムからの情報に応じて、施肥量等

を自動で調節する機能を有する農業用機械

を含む。 

８ 牛個体管理システム ・ センシング技術、画像処理技術等の活用

により、牛個体の発情、健康状態等を計測

し、その計測データに応じた管理を可能と

するシステム 

９ かんしょの栽培に用いる農業用機械 ・ 対象機械は以下のとおりとする。 

畝立て機、マルチ張り機、定植機、つる

切り機、収穫機 

１０ その他 その他市長が認めるもの 

別表第２（第５条関係） 

（令７告示５５・全改） 

補助対象者 経営面積区分（１）又

は（２） 

目標区分（１つ選択） 補助対象経費の補助率 

１ 生産組織 （１） 水稲：２０ha

以上 

（２） 水稲以外：１．

５ha以上 

ア 現状の経営面積から

の５％以上の拡大 

イ 現状売上げの５％以

上の増加 

ウ 経営コストの縮減 

エ 農業経営の法人化 

５０％以内 

（上限１００万円） 

※別表第２の５「水管理を

目的とした水位センサ

ー」においては上限を２

０万円とする。 

（１） 水稲：２０ha

未満 

（２） 水稲以外：１．

５ha未満 

ア 現状の経営面積から

の１０％以上の拡大 

イ 現状売上げの１０％

以上の増加 

ウ 経営コストの縮減 



エ 農業経営の法人化 

２ 個人 （１） 水稲：１０ha

以上 

（２） 水稲以外：０．

５ha以上 

ア 現状の経営面積から

の５％以上の拡大 

イ 現状売上げの増加 

ウ 経営コストの縮減 

エ 農業経営の法人化 

５０％以内 

（上限５０万円） 

※別表第２の５「水管理を

目的とした水位センサ

ー」においては上限を１

０万円とする。 （１） 水稲：１０ha

未満 

（２） 水稲以外：０．

５ha未満 

ア 現状の経営面積から

の１０％以上の拡大 

イ 現状売上げの１０％

以上増加 

ウ 経営コストの縮減 

エ 農業経営の法人化 

備考 目標区分に掲げた目標は、補助事業実施年度の翌々年度末までに達成する目標と

する。 


